
ALPS処理⽔の処分に伴う
原⼦⼒規制委員会の取り組みについて

令和３年８⽉
原⼦⼒規制庁

1

資料２－１０



１．IAEA協⼒による海域モニタリングの信頼性・透明性の確保
２．原⼦⼒規制委員会によるモニタリングの実施
３．国内外への情報発信
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福島県沖を中⼼とする海洋モニタリングデータの国際的な信頼性・透明性の向
上のため、国際原⼦⼒機関（IAEA）との協⼒により試験所間⽐較分析（ILC︓
Inter-Laboratory Comparison）を実施している。

東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故に関する周辺海域のモニタリングに関して、
IAEAのプロジェクトプロポーザル（2014年－2016年、2017年-2021年6⽉）
に基づき、IAEA環境研究所と⽇本政府（及び関係機関）が協同して、ILCを中
⼼とした取組を実施した。2021年7⽉から後継プロジェクトを開始している
（実施内容についてIAEAと調整中）。

海水試料採取 海底土試料採取・前処理

１．IAEA協⼒による海域モニタリングの信頼性・透明性の確保
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福島第⼀原⼦⼒発電所事故で環境中に放出された放射性物質をモニタリングするため、
原⼦⼒災害対策本部の下にモニタリング調整会議を設置し、総合モニタリング計画を策
定した。当該計画に基づき、関係省庁や地⽅公共団体、原⼦⼒事業者等が連携して放射
線モニタリングを実施している。

モニタリング調整会議の下、関係省庁と連携し、ALPS処理⽔の海洋放出を踏まえた海域
モニタリングを放出の開始前から⾏うべく検討・準備を進める。

引き続き環境放射線モニタリングの結果を公表していく。

福島第⼀原⼦⼒発電
所近傍での海域モニ
タリング

２．原⼦⼒規制委員会によるモニタリングの実施

宮城県・福島
県・茨城県・
千葉県沖

外洋
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原⼦⼒規制委員会では東京電⼒福島第
⼀原⼦⼒発電所近傍の環境放射線モニ
タリングの結果を国内外に向けて発信
するためにホームページを通して公表
している。

３．国内外への情報発信

80km圏内における空間線量率の分布マップの推移
（航空機モニタリング）

事故115ヶ月後(2020年10月29日)事故1ヶ月後(2011年4月29日)

東京電力福島第一原子力発電所から2キロ以内の海域等の放射能データ放射線モニタリング情報（英語版）

5


